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鉱害防止事業の計画的な実施を図るため必要な事項

＜①鉱害防止事業全体における新たな取組み＞
⚫ 鉱害防止事業においても、カーボンニュートラル等への貢献を

新たに検討すること。

＜②鉱害防止工事残存工事の早期完了＞
⚫ 発生源対策を限られた予算で実施するため、「休廃止鉱山

における坑廃水の発生源対策ガイダンス」等を活用しつつ、
工事の進捗に合わせ、その妥当性、緊要性、効率性等の
観点から優先順位を付けながら工事を実施し、工事の早期
の終了を図ること。

＜③坑廃水処理の終了、コスト削減の加速化＞
⚫ 鉱害防止事業を新たな類型に応じて鉱害防止事業を実施

することで、坑廃水処理の早期終了や更なるコスト削減を 
図ること。

⚫ 利水点等管理やパッシブトリートメントを社会実装するため、
標準的な事例を設定し坑廃水の環境への影響に関する 
データを取得・活用し、これまでに実施した発生源対策や  
坑廃水処理について評価を行うこと。

⚫ 利水点等管理の適用、坑廃水処理の終了又は処理基準
の緩和に当たっては、地域住民に丁寧に説明を行う等、   
地方公共団体と連携して合意形成を図ること。

⚫ 排水基準等を満たしつつ継続的に坑廃水処理を実施して 
いることを適切に評価するための手法を検討すること。

⚫ 坑廃水処理を継続的に行う必要がある場合には、設備の 
更新等により、当該処理を安定的に行うとともに、更なる   
効率化を図ること。

＜④排水基準等の規制強化への対応＞
⚫ 坑廃水処理に係る排水基準等の規制が強化された

場合には、同法その他の法令又は条例に基づき適切
に対応するとともに、暫定的な排水基準等に基づく  
弾力的な運用について関係者と検討すること。

＜⑤中和殿物の減容化への対応＞
⚫ 中和殿物の減容化等の新たな技術開発に取り組む

とともに、国、鉱害防止事業を実施すべき者その他の 
関係者が連携して、中和殿物の減容化等の処理に
係るガイダンスを整備し、活用すること。

＜⑥災害時のリスク対応強化＞
⚫ 集積場に係る安定化対策の早期の終了を図ると    

ともに、利水点等管理の適用や、大雨等により     
処理前の坑廃水の放流を要する場合を想定して   
環境への影響の評価を事前に実施する等の対策を
検討し、自然災害へのレジリエンスの強化を図ること。

＜⑦坑廃水処理に係る人材確保・省力化・省人化＞
⚫ 坑廃水処理施設の管理者の不足や高齢化に対応 

するため、休廃止鉱山坑廃水処理資格認定制度の
活用を一層図るとともに、坑廃水処理施設の管理者
を育成するため、教育の充実を図ること。

⚫ 坑廃水処理の高度化を推進するため、ＩＴ技術や 
ドーン等の最新機器を活用した自動化運転等を   
導入し、省力化等を図ること。

第６次基本方針に関する事業量等について②

３
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【金属鉱業等鉱害防止部会委員】
＜委員＞
五十嵐 敏文 旭川工業高等専門学校校長
品川 賢治 日本鉱業協会副会長
篠原 淳一 日本基幹産業労働組合連合会中央副執行委員長

○所 千晴 早稲田大学 理工学術院 教授
／東京大学大学院 工学系研究科 教授

＜専門委員＞
一戸 孝之 独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構金属環境事業部長
井上 千弘 東北大学大学院 環境科学研究科教授
沖部 奈緒子 九州大学大学院 工学研究院地球資源システム工学部門准教授
坂井 慎二 公益財団法人資源環境センター専務理事
佐藤 徹 秋田県 産業労働部長（全国金属鉱業振興対策協議会 主管部）
保高 徹生 国立研究開発法人産業技術総合研究所地圏資源環境研究部門

地圏化学研究グループ長
（敬称略、○は金属鉱業等鉱害防止部会長）

【金属鉱業等鉱害防止部会開催状況】
第１回金属鉱業等鉱害防止部会 令和４年８月３１日（水）開催
・これまでの鉱害防止事業の取り組みとその実績について
・第６次基本方針策定に係る検討について
第２回金属鉱業等鉱害防止部会 令和４年１０月１１日（火）開催
・第１回鉱害防止部会の論点整理
・特定施設に係る鉱害防止事業の実施に関する基本方針に係る答申（案）

第３回金属鉱業等鉱害防止部会 令和４年１１月３０日（水）開催
・第５次基本方針に係る事業量について
・第６次基本方針に係る事業量について
・特定施設に係る鉱害防止事業の実施に関する基本方針に係る答申（案）

⚫ 経済産業大臣から中央鉱山保安協議会に対し、第６次鉱害防止事業の実施に関する基本方針策定に
関する諮問がなされたことから、「金属鉱業等鉱害防止部会」に付託。

⚫ 当該部会では、金属鉱業等の鉱害に関わる専門家や指定鉱害防止事業機関、地方公共団体等関係者
から意見聴取等を行い、その意見等を踏まえた答申案が中央鉱山保安協議会での審議を経て、大臣に 
答申が行われ、同答申の内容を基に基本方針を策定した。

【中央鉱山保安協議会委員】
＜学識経験者＞
五十嵐 敏文 旭川工業高等専門学校 校長
笹木 圭子 九州大学大学院 工学研究院 教授
所 千晴 早稲田大学 理工学術院 教授

／東京大学大学院 工学系研究科 教授
原 淳子 国立研究開発法人産業技術総合研究所 主任研究員

○福井 勝則 東京大学大学院 工学系研究科 教授
＜鉱業権者代表者＞
安藤 國弘 太平洋セメント株式会社 取締役副社長
品川 賢治 日本鉱業協会 副会長
下田 直之 石灰石鉱業協会 専務理事
中村 常太 石油資源開発株式会社 常務執行役員
松本 裕之 釧路コールマイン株式会社 専務取締役

＜鉱山労働者代表＞
新谷 久志 日鉄鉱業職員組合 執行委員長
小嶋 彰 ＩＮＰＥＸ労働組合 中央執行委員長 ※第1回
岩渕 真人 同上 ※第2回、第3回（委員交代のため）
篠原 淳一 日本基幹産業労働組合連合会 中央副執行委員長
淨土 真人 釧路コールマイン株式会社 鉱山労働者代表
古谷 彰 日本化学エネルギー産業労働組合連合会 中央執行委員

／日本化学エネルギー産業労働組合連合会セメント部会 執行委員長
（敬称略、○は中央鉱山保安協議会会長）

【中央鉱山保安協議会開催状況】
第１回中央鉱山保安協議会 令和４年７月１３日（水）開催
・「第５次基本方針」の実施状況及び「第６次基本方針」の策定方針について
第２回中央鉱山保安協議会 令和４年１２月８日（木）開催
・特定施設に係る鉱害防止事業の実施に関する基本方針に係る答申（案）について
第３回鉱山災害防止対策研究会 令和５年３月１日（水）開催
・「特定施設に係る鉱害防止事業の実施に関する基本方針」に係る告示（案）について ７

第６次基本方針の策定に係る経緯について




